予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業大学校費
	事業名　人材養成指導費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　　農政部　農業大学校　教務課　電話番号：0574-62-1226
　　　　　 E-mail： c24405@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　33,424千円（前年度予算額：33,195千円）
	＜財源内訳＞　
区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	33,195
	1,662
	0
	0
	17,151
	0
	342
	0
	14,040

	要求額
	33,424
	1,612
	0
	0
	18,787
	0
	354
	0
	12,671

	決定額
	33,424
	1,612
	0
	0
	18,787
	0
	354
	0
	12,671


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
次代の農業を担う農業大学校生に対し、実践的教育を実施し、新しい農業に対応できる人材を養成する。

・教育計画に基づく日常の講義

・実践的な知識を習得するための野外における実習

・学校運営のために必要な経費並びに、指導職員の指導力向上を目的とした県外研修及び調査研究
（２）事業内容

  　①人材養成指導費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,638千円

　　　・圃場関連経費: 実習経費､家畜飼料､種子等
　　　・学校運営費: 学校関連費用(旅費、需用費、通信運搬費等)
　　　・指導職員関連経費: 指導職員の研修､調査研究に要する経費
　　　・健康農業実践費: 実践学習に係る消耗機材等購入関連経費
　  ②人材養成指導費（国庫）　　　 　　　　　　　　　　　　　 2,041千円

　　　・学校運営費: 講師報償費・旅費、技術資料導入経費
　　　・指導職員関連経費: 指導職員の研修､調査研究に要する経費
　  ③人材養成指導費（維持管理分）　　　 　　　　　　        8,197千円

　　　・圃場関連経費: 農業車両等修繕料                
　　　・学校運営費：維持管理費用(燃料・光熱水費)、廃プラスチック処分委託

　④人材養成指導事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,548千円

・21世紀緑の翼事業: 旅費､消耗品費等　　　　　　　　　
・いきいき農村体験研修事業: 旅費､消耗品費､役務費等　　
・乳牛・豚導入事業: 備品購入費　　　　　　　　　　　　

（３）県負担・補助率の考え方

　　　協同農業普及事業交付金（国：定額）を財源の一部とする

（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	715
	雇員労災保険料、賃金

	旅費
	   2,088
	講師､指導職員研修･業務､調査研究　旅費

	需用費
	  24,826
	実習用消耗資材､圃場関連燃料･修繕･光熱水経費､飼料等

	役務費
	2,602
	通信運搬費､生産物売払手数料､家畜予防注射手数料等

	委託料
	493
	農薬残留分析､廃プラスチック処分委託､バス運転業務委託

	その他
	2,700
	講師等報償費、トラクター等運搬用自動車･バス借上げ料、園芸用等種子・苗、家畜精子、学生指導用機材、家畜購入費

	合計
	33,424
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想

　　Ⅱ―２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　　　　　　・農業の担い手を育成・確保する
（２）国・他県の状況

　・岐阜県を含む42道府県が農業大学校を設置

（３）後年度の財政負担
　・協同農業普及事業交付金を財源の一部とする

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
儲かる農業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる。

市場のニーズを把握し、地域経済を支える地場産業としての農業・畜産業を育成し、地域住民の所得を確保することによって、農山村地域の持続可能性を高める。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	入学者数


	29人
（H25）
	32人
（H23）
	27人（H24）
	29人
（H25）
	30人
（H26）
	96％


	卒業者数
	31人
（H24）
	22人
（H22）
	28人
（H23）
	31人
（H24）
	29人
（H26）
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　農業改良助長法により「農業者研修教育施設において農業を担う者に対して研修教育を行う。」としており、その趣旨に基づいて教育を実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　当校は全寮制教育で1,200時間の学習を実施しており、農業後継者育成のため、実践的な農業教育を実施した。
なお、卒業生は平成20年度から平成24年度までの５年間で60人が就農している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	農業者研修教育施設において農業を担う者に対して教育研修を行い、農業後継者育成につながるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　卒業生の進路として、後継就農者や農業関係企業への多数就職を通して、農業者育成に貢献している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　卒業生の進路として、後継就農者や農業関係企業への多数就職を通して、農業者育成に貢献している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
明日の岐阜県農業を担う農業者を育成するため、入学者の確保及び就農に向けた取り組みを一層強化する。

学生に安全かつ快適な環境の中で、知識と技術を習得させるため、施設・設備の計画的な再整備が重要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

入学者の確保のため、農業高校等へ訪問し、農大の教育方針及び卒業生の進路情報を提供し、農大への学生募集の推進を行う。

また、多様な就農者の確保に向けて、市町村、農林事務所、農業士会、農業団体等との連携を強化し、新規就農希望者の受け入れ支援体制整備を図る。


